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(57)【要約】
　電気化学セル、詳細には正極性の容器を有する電気化
学セルである。１つの実施形態では、セルは、リチウム
負電極と好ましくは二硫化鉄を含む正電極とを有する電
極組立体を備えた一次セルである。このセルには、正電
極の一部が容器に接触する螺旋巻き電極組立体を設ける
。１つの実施形態では、正電極の集電子が容器に接触す
る。負電極は、セルカバーに電気的に接触し、カバーに
負極性を付与する導電性部材を含む。好ましい実施形態
では、導電性部材は、セルカバーの一部と圧力接触する
。このようなセルを製造する方法も提供される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　開放端部を有する容器と、
　二硫化鉄を含む正電極と、
　リチウムを含む負電極と、
　非水性電解質と、
　前記正電極と前記負電極との間に配置され、前記電解質、前記正電極及び前記負電極と
共に前記容器内に配置されるセパレータと、
　前記容器の前記開放端部を密閉し、前記容器とは電気的に接触しないカバーと、
を備え、
　前記正電極が前記容器と電気的に接触し、前記負電極が前記カバーの一部と電気的に接
触する、
ことを特徴とする電気化学セル。
【請求項２】
　前記カバーが、前記カバーを前記容器にシールする非導電性部分を更に含む、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項３】
　前記カバーが、前記負電極と前記カバーとの間に配向される導電性部材を更に含む、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項４】
　前記導電性部材が、前記負電極と前記カバーとの間に圧縮可能に保持される、
ことを特徴とする請求項３に記載の電気化学セル。
【請求項５】
　前記導電性部材が、前記カバー及び前記容器を通過する軸線と少なくとも２つの別個の
点に沿って交差するような形状にされる、
ことを特徴とする請求項４に記載の電気化学セル。
【請求項６】
　前記導電性部材が、コイル及びアコーディオンからなる群から選択される形状を有する
、
ことを特徴とする請求項４に記載の電気化学セル。
【請求項７】
　前記正電極、前記負電極及び前記セパレータがゼリーロール構成で巻かれる、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項８】
　前記二硫化鉄がフォイル担体上にコーティングされ、前記フォイル担体が、前記容器と
直接電気的に接触する、
ことを特徴とする請求項７に記載の電気化学セル。
【請求項９】
　前記二硫化鉄がフォイル担体上にコーティングされ、前記フォイル担体が、前記容器と
直接電気的に接触する、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項１０】
　前記容器が、開放端部を有するシリンダを含む、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項１１】
　開放端部を有する円筒形容器と、
　少なくとも部分的に集電子にコーティングされた二硫化鉄を含む正電極と、リチウムベ
ース負電極と、電解質と、前記電極間に配置されたセパレータとを有し、前記容器内に配
置された一次電気化学セル用の螺旋巻き電極組立体と、
　正極性を有する前記容器の開放端部を密閉するような大きさにされ、負極性である端子
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カバーを含む端部キャップと、
を備え、
　前記円筒形容器が前記端部キャップよりも大きい内部容積を有する、
ことを特徴とする電気化学セル。
【請求項１２】
　前記二硫化鉄が前記集電子の対向する両側部にコーティングされる、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項１３】
　前記集電子が金属フォイルである、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項１４】
　前記端部キャップが、前記容器との間にシールを形成する非導電性ガスケットを含む、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項１５】
　前記電極組立体と前記端部キャップとの間に位置決めされたアノードタブを更に含む、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項１６】
　前記アノードタブが、前記端部キャップへの固定接続を含まない、
ことを特徴とする請求項１５に記載の電気化学セル。
【請求項１７】
　前記円筒形容器の側壁が、前記側壁に実質的に平行な軸線を定め、前記アノードタブが
、前記軸線を少なくとも２つの別個の点で長手方向に交差する、
ことを特徴とする請求項１５に記載の電気化学セル。
【請求項１８】
　前記アノードタブが、コイル及びアコーディオンからなる群から選択される形状を有す
る、
ことを特徴とする請求項１５に記載の電気化学セル。
【請求項１９】
　前記アノードタブが電気的に絶縁される、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項２０】
　前記容器がアルミニウムを含む、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項２１】
　前記端部キャップが、前記電極組立体と電気的に接触する接触ばねを含む、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項２２】
　前記端部キャップが、電気的絶縁円錐体を含む、
ことを特徴とする請求項１１に記載の電気化学セル。
【請求項２３】
　開放端部を有する円筒形容器と、
　前記開放端部にわたって取り付けられるが前記容器との電気的接触を絶縁するカバーと
、
　前記容器と正の電気的接触をする正電極と、前記カバーと負の電気的接触をする負電極
と、電解質と、前記正電極と前記負電極との間に配置されたセパレータとを有し、前記容
器内に位置決めされた螺旋巻き電極組立体と、
　前記カバーと前記電極組立体との間に配置され、前記負電極と電気的に接触する接触組
立体と、
を備えることを特徴とする電気化学セル。
【請求項２４】
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　前記正電極が、前記容器と電気的に接触するフォイル担体上にコーティングされる、
ことを特徴とする請求項２３に記載の電気化学セル。
【請求項２５】
　前記接触組立体が、前記カバーと非固定的電気的接続をする、
ことを特徴とする請求項２３に記載の電気化学セル。
【請求項２６】
　前記正電極及び前記負電極が各々、半径方向巻き解き長さを有し、前記正電極の長さ対
前記負電極の長さの比が１．０を超える、
ことを特徴とする請求項２３に記載の電気化学セル。
【請求項２７】
　前記容器がアルミニウムを含む、
ことを特徴とする請求項１に記載の電気化学セル。
【請求項２８】
　電気化学セルを製造する方法であって、
　開放端部を有する円筒形容器を準備する段階と、
　正電極と、リチウムを含む負電極と、前記正電極と前記負電極との間に配置されたセパ
レータとを含む電極組立体を螺旋状に巻き、前記正電極が前記電極組立体の最外層を形成
するようにする段階と、
　前記容器が前記電極組立体と正の電気的接触をするように前記電極組立体を前記容器内
に位置決めする段階と、
　前記カバーが前記電極組立体と負の電気的接触をするように前記容器をカバーでシール
する段階と、
を含む方法。
【請求項２９】
　前記正電極が二硫化鉄を含む、
ことを特徴とする請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記正電極及び前記負電極が各々、半径方向に巻き解き長さを有し、前記正電極の長さ
対前記負電極の長さの比が１．０を超える、
ことを特徴とする請求項２８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気化学セルに関し、詳細には、正極性を備えた容器を有する電気化学セル
に関する。１つの実施形態では、セルは、リチウム負電極と、好ましくは二硫化鉄を含む
正電極とを有する電極組立体を含む一次セルである。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムを含む負電極を有する電気化学セルは、多くの異なる電子装置において電源と
して利用される。リチウムを組み込んだセルは、そのエネルギー密度及び高ドレイン率性
能特性の理由から、特に好ましい。
【０００３】
　電子装置を収容するために、製造業者、とりわけ電気化学セル生産者は、これらの装置
設計において製造業者が依存することができる幾つかの従来のセルサイズを採用しており
、これによってこのようなセルに組み込むことができる電気化学的活物質の量が制限され
る。また種々の政府規制により、電気化学セル生産者には、特定の従来のセルサイズに含
めることができるリチウムのような特定の化合物の最大量に関して制約が課せられている
。従って、形状、サイズ、及び場合によっては１つ又はそれ以上の成分の量が制限される
ことが多いので、電気化学セルの生産者は、性能を高めるためにセルの他の態様を修正す
る必要がある。
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【０００４】
　リチウム負電極を含む一次電気化学セルは、恐らくは陽極保護容器による長期保存安定
性が向上する理由から、典型的には缶型又は容器型負極である。正電極電圧が高くなる程
、長期保存安定性がより大きな問題となり、より高い電圧の電気化学セルである程、相対
的に電圧が低いセルシステムに比べて容器腐食速度がより速くなる。従って、容器の極性
の選択は、セルの化学的性質、電圧及び同様のことを含む幾つかの異なる因子に左右され
る。
【０００５】
　正極容器を用いることを可能にするための提案される１つの解決策は、ステンレス鋼の
ようなより安定した金属を用いることである。しかしながら、ステンレス鋼を用いるとセ
ルのコストが増大し、ステンレス鋼が比較的不良導電体であるので内部抵抗が増大する。
その結果、殆どの電気化学セル生産者は、容器が負極性であるセルを設計するように選択
する。
【０００６】
　容器が負極性を有するリチウム電気化学セルを設計すると、幾つかの付加的な望ましく
ない結果がもたらされる。容器に負極性を与えるために、螺旋巻き電極組立体のような電
極組立体では通常、負電極のリチウムが外側電極巻きとして巻かれる。リチウムは、極め
て柔らかい材料であるので、電極組立体を容器内に入れるときにセパレータの層により保
護されることが多い。その結果、各セル中のリチウム及びセパレータの量が増大し、リチ
ウム含有電気化学セルにおいてはリチウム及びセパレータ材料が通常は最も有意な費用で
あるので、これによりコストが増大することになる。
【０００７】
　セル当たりのリチウムの最大許容質量（現在のところ、特定の輸送ガイドラインによれ
ば最大１ｇのリチウム）を規定する規制により、セル容器内の容量利用率を最適化するこ
とが更に奨励されているので、容積問題は、リチウム電極を組み込む電気化学システムで
は特に関心がもたれている。同様に、消費者が購入する一次セルは、標準寸法の大きさに
する必要があるので、より小さな標準サイズ（例えば、「ＡＡＡ」サイズ、又はＡＮＳＩ
命名法によればＲ３サイズ容器及びそれよりも小さい容器）内の電気化学的反応物質を容
積的に最大にする能力により、内部アノード及びカソード材料の利用率を最適化すること
ができれば、相当に有効性を改善することが可能になる。
【０００８】
　加えて、リチウム系で用いられる特定のカソード材料、とりわけ二硫化鉄は、セルの放
電中にかなり膨張（放電中にリチウムが対応して収縮する割合よりも２～３倍大きな割合
で）し、これによって、各電極に対する集電子を最初にセルの内部構成要素に電気的に接
続される方法に関して問題となる。このようなカソードの膨張で、膨張するカソードによ
り作用される半径方向外向きの力に起因してセル寿命全体を通じて電気的接続をどのよう
に維持できるかについて更に複雑になり、放電中に良好な電気的接触を維持することは、
このような膨張を生じるリチウム－二硫化鉄のような系に固有の更に別の問題である。
【０００９】
　従って、正極性を備えた容器を有する一次電気化学セルを提供するために、種々の異な
る手法がとられてきた。Ｇｏｅｂｅｌらに付与された米国特許第４，５６５，７５２号は
、コイル状に巻かれてシール缶に挿入された要素を有するタイプの電気化学セルに関する
。１つの要素は、複数の穴を持つ金属基層を有する。金属基層は、多孔性炭素のような電
極材料の層を支持する。基層の両縁部及び１つの端部には、材料を付加しない状態にして
おく。基層の露出端部は、コイルの外側にある。基層は、コイルの他の要素よりも幅広で
あり、コイルが缶内に挿入されるときに、基層が缶の全ての内部表面と接触するようにす
る。
【００１０】
　Ｇｏｅｂｅｌらに付与された米国特許第４，５６５，７５３号は、コイル状に巻かれて
シール缶に挿入された２つの電極構造要素を有するタイプの電気化学セルに関する。電極
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構造は、多孔性絶縁シートにより分離される。１つの電極構造は、複数の穴を持つ金属基
層を有する。金属基層は、多孔性炭素のような電極材料の層を支持する。基層の両縁部及
び１つの端部には、材料を付加しない状態にしておく。基層の露出端部は、コイルの外側
にある。基層及び多孔性絶縁シートは、他の電極構造体よりも幅広であり、コイルが缶内
に挿入されるときに、基層及び多孔性絶縁シートが缶の上部及び底部内部表面に接触する
ようにする。
【００１１】
　Ｓｍｉｌａｎｉｃｈらに付与された米国特許第４，６６３，２４７号は、容器と該容器
内に配置されたコイル電極組立体を有するカバーとを含むシールガルバニセルに関する。
コイル電極組立体は、一方の極性の内側露出電極と、反対の極性の外側露出電極とを有す
る。カバーに固定された可撓性の導電性部材は、外側露出電極が容器の壁と電気的に接触
している間、内側露出電極と電気的に接触して、これに半径方向外向きの力を作用する。
【００１２】
　Ｇａｎに付与された米国特許第６，６４５，６７０号は、二重スクリーンサンドイッチ
カソード電極設計と呼ばれ、サンドイッチカソード電極を用いて、これを角型プレート又
は蛇行電極組立体の何れかにおける２つの半二重スクリーンサンドイッチカソード電極間
に挟装されるサンドイッチカソード設計に基づいた電極組立体を提供することに関する。
ゼリーロール電極組立体では、セルは正極ケース設計で提供され、電極組立体の外側円形
部は、半二重スクリーンサンドイッチカソード電極である。
【００１３】
　松下電器産業株式会社に付与された特開昭５８－０２６４６２は、正極及び負極プレー
トストリップがセパレータ全体を通して巻かれた螺旋状電極構造を改良する報告に関連し
、ここでは、最外周セクションに配置された正極プレートのような１つの平面の巻き終わ
り部分で露出された集電子の端部コーナセクションを切断し、テーパ形状とすることによ
りセルを構成するときの工程不具合を低減する。
【００１４】
　三洋電機株式会社に付与された特開昭６０－１４８０５８は、負極プレートが負集電子
内にプレス接着されたときに、負極プレートの巻き始め端部で集電子の一部を露出させる
ことにより、巻取が完了後に巻取電極から巻取ピンを容易に引き出すことができると報告
されていることに関する。
【００１５】
　富士電気化学株式会社に付与された特開平０１－３１１５６９は、アルミニウム又はそ
の合金で正電極集電子を構成し、集電子の最外周セクションが露出している間にケースに
内部周囲と接触する正電極端子セクションに電気的に接続することにより、導電性を向上
させて安定化させると報告されていることに関する。
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【特許文献３】米国特許第４，６６３，２４７号公報
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【特許文献９】米国特許出願公開第２００５／０２４４７０６号公報
【特許文献１０】米国特許出願番号第１１／０２０，３３９号公報
【特許文献１１】米国特許出願番号第１１／１５５，３５２号公報
【特許文献１２】米国特許第５，２９０，４１４号公報
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【特許文献１３】米国特許出願番号第１０／７１９，４２５号公報
【特許文献１４】米国特許出願番号第１１／０２０，３３９号公報
【特許文献１５】米国特許出願番号第１１／１５５，３５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　上記の問題及び考慮事項の観点から、セル性能を向上させ、セルで利用される活物質を
最適化する正極性容器を有する一次電気化学セル、並びにこのようなセルを作成するため
の方法が依然として必要とされている。
【００１８】
　従って、本発明の目的の１つは、典型的な作動及び温度条件下で良好に性能を発揮し、
複数の温度で保管寿命が長い、正極性を有する容器を備えた一次電気化学セルを提供する
ことである。また、このようなセルは、カバーに負極性を与えるために、セルのカバーの
一部と圧力接触する接触組立体を含むことができる。
【００１９】
　本発明の別の目的は、特に、セル内の活物質（例えばリチウム）の量に関する規制限度
を超えることなく、低出力及び高出力の両方でのセル容量のような望ましいセル性能特性
を示す電気化学セルを提供することである。
【００２０】
　本発明の更に別の目的は、リチウム利用効率を改善し、負電極と正電極との間の界面接
触を改善した電気化学セルを提供することである。このようなセルは、セル性能を改善し
てセル容量を増大するような正及び負電極を有する電極組立体を含むことができる。
【００２１】
　本発明の更に別の目的は、相対的な負極性容器電気化学セルと比べたときに、利用され
るセパレータ及びリチウムの量を低減することにより材料コストが削減された、正極性容
器を備えた電気化学セルを提供することである。詳細には、セパレータが負電極の端部で
終端し、正電極の一部が更に延びて容器の側壁と接触するようにすることで、この領域で
のセパレータの必要性を排除することによって節減を達成することができる。
【００２２】
　前述の目的は単に例証に過ぎない点に留意されたい。当業者であれば、以下の実施形態
、及びそのあらゆる種々の派生物及び均等物の説明に従って組み込むことができる多数の
利点及び代替形態が容易に理解され、これらの全ては、本開示事項の一部として明確に企
図される。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　従って、本発明の１つの態様は、開放端部を有する容器と、二硫化鉄を含む正電極と、
リチウムを含む負電極と、非水性電解質と、正電極と負電極との間に配置されたセパレー
タと、容器の開放端部を密封するカバーとを含み、セパレータ、電解質、正電極及び負電
極が容器内に配置され、カバーが容器と電気的に接触せず、正電極が容器と電気的に接触
し、負電極がカバーの一部と電気的に接触する電気化学セルである。
【００２４】
　本発明の別の側面は、開放端部を有する円筒形容器と、正電極、リチウムベースの負電
極、電解質及び電極間に配置されたセパレータを有して容器内に配置される一次電気化学
セル用の螺旋巻き電極組立体と、正極性を有する容器の開放端部を密閉するような大きさ
にされ且つ負極性である端子カバーを含む端部キャップと、を備え、円筒形容器が端部キ
ャップよりも大きい内部容積を有し、正電極が集電子を含み、正電極が集電子上にコーテ
ィングされた二硫化鉄を含み、集電子が容器と電気的に接触することを特徴とする電気化
学セルである。
【００２５】
　本発明の更に別の側面は、開放端部を有する円筒形容器と、容器の開放端部にわたって
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取り付けられるが該容器と電気的に接触しないカバーと、正電極、負電極、電解質及び電
極間に配置されたセパレータを有し、正電極が容器と正の電気的接触を生成し、負電極が
カバーと負の電気的接触を生成し、且つ容器内に位置決めされた螺旋巻き電極組立体と、
カバーと電極組立体との間に配置され、負電極と電気的に接触し且つカバーと圧力接触す
る接触組立体とを備えた電気化学セルである。
【００２６】
　本発明の更に別の側面は、電気化学セルを作成する方法に関する。ここでは、正及び負
電極が、これらの間に位置付けられるセパレータと共に螺旋状に巻き付けられ、電極組立
体を形成するようにする。負電極はリチウムを含む必要があり、正電極は二硫化鉄である
ことが好ましい。結果として得られる電極組立体は、容器が正極性を有するように開放端
部にされた円筒形容器内に配置される。次に、容器は、カバーが負極性を有し、容器の残
りの部分が正極性を有するようにシールされる。
　本発明は、図面と共に本発明の詳細な説明を読むことでより理解され、他の特徴及び利
点が明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】セル容器が正極性を有する本発明の電気化学セルの実施形態の断面立面図である
。
【図２】負電極とカバーの一部との間の固定接触の１つの実施形態の立面図である。
【図３】導電性部材がアコーディオン形である負電極の導電性部材とカバーの一部との間
の非固定接触の１つの実施形態の立面図である。
【図４】導電性部材がコイル形である負電極の導電性部材とカバーの一部との間の非固定
接触の別の実施形態の立面図である。
【図５Ａ】従来技術によるゼリーロール構成を有する電極に関して図１～図４と比べた垂
直面の断面立面図である。
【図５Ｂ】対照的なゼリーロール構成を有する電極の１つの実施形態に関して図１～図４
と比べた垂直面の断面立面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明の電気化学セルは、好ましくは、セルの容器と電気的に接触することによって容
器に正極性を与える正電極と、カバーの一部と電気的に接触することによってカバーに負
極性を与える負電極とを各々が含み、容器がカバーと電気的に接触しない一次セルである
。１つの実施形態では、負電極は、負電極活物質としてリチウムを含み、好ましくは、正
電極は二硫化鉄（ＦｅＳ2）を含む。正電極及び負電極は、ストリップの形で提供するこ
とができ、これらをセパレータと共に接合して電極組立体、好ましくはゼリーロール又は
螺旋巻き構成にして、正電極が容器と電気的に接触するように容器内に配置する。
【００２９】
　本発明の電気化学セルは、通常は円筒形形状であり、好ましくは、最大高さが最大直径
よりも大きく、円筒形容器の内部容積容量が、カバー又は端部キャップよりも大きい。好
ましくは、セルの寸法は、限定ではないが「ＡＡ」、「ＡＡＡ」及び「ＡＡＡＡ」サイズ
を含むＩＥＣ標準サイズに一致することになる。しかしながら、本発明はまた、他のセル
サイズ及び形状、並びに代替の電極組立体、ハウジング、シール及び圧力除去通気口設計
その他を備えたセルにも適合させることができる。
【００３０】
　本発明の好ましい実施形態は、一次電気化学セル１１０を示す図１を参照すると更に理
解されることになる。セル１１０は、ゼリーロール構成で電極１１８、１２０が設けられ
たＡＡサイズリチウム二硫化鉄円筒形電気化学セル（ＩＥＣ命名法でＦＲ６とも呼ばれる
）である。セル１１０は、容器１１２を含むハウジングを有し、容器は閉鎖底部及び開放
上端部を含む。米国特許出願公開第２００６／００４６１５４号は、一般に本発明と共通
した円筒形リチウム二硫化鉄電気化学セルの特徴の一部（限定ではないが容器の例示的な
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構成及び材料並びにセルの例示的な活性成分を含む）を記載しており、これは引用により
本明細書に組み込まれる。
【００３１】
　セル閉鎖部１１４は、幾つかの公知の機構の何れかに従う容器１１２の開放端部を覆っ
て固定される。好ましい実施形態では、セル閉鎖部１１４は、圧力除去通気口１１３、負
端子カバー１１５、ガスケット１１６及びＰＴＣ１４２を含む。負端子カバー１１５は、
容器１１２の内方圧着上縁部及びガスケット１１６により所定位置に保持することができ
る。好ましい実施形態では、容器１１２は、上端部近くにビード又は直径が減少したステ
ップ部を有することができ、これが軸方向及び／又は半径方向に容器１１２及びセル閉鎖
部１１４を圧迫することにより、本質的に漏れ防止シールが形成される。セル閉鎖部１１
４（及び更に詳細且つ好ましい実施形態では、ガスケット１１６）は、セル１１０の望ま
しくない短絡を避けるために、容器１１２と端子カバー１１５との間に電気的絶縁を設け
る必要がある点に留意されたい。セル閉鎖部１１４及び容器１１０は、電極１１８、１２
０及び非水性電解質（図１には示さず）を含むセル内部構造物用の漏れ防止シールを形成
するよう協働して機能する。
【００３２】
　セル容器１１２は、一体化閉鎖底部を備えた金属缶であるのが好ましいが、幾つかの実
施形態では、缶の代わりに、最初は両端部が開放されている金属管を用いることができる
。容器１１２は、あらゆる好適な材料とすることができ、非限定的な実施例には、ステン
レス鋼、ニッケルめっきステンレス鋼、ニッケル被覆又はニッケルめっき鋼鉄、アルミニ
ウム及びその合金が含まれる。例えば、本発明の１つの実施形態では、粒径がＡＳＴＭ　
９～１１で、僅かに細長い粒形状に等軸にされた拡散焼鈍し低炭素アルミニウムキルドの
ＳＡＥ２００６又は同等の鋼鉄が好ましい。容器材料の選択は、限定ではないが、導電性
、耐食性、セル内の内部活物質との適合性、並びにコストを含む因子によって決まる。セ
ル１１０の容器１１２は正極性を有する必要があるので、セルの底部は、消費者が、市販
の電池に通常見られる正接触端子として区別することができる図１に示すような形状を有
する必要がある。また、正極性容器１１２は、缶の深絞りを避けるために疑似カバーを有
することもできる。
【００３３】
　容器のための一次材料としてアルミニウム又はアルミニウム合金を利用することにより
、セル１１０の全体重量をかなり低減することができる。例えば、アルミニウムをセル容
器として用いると、容器の重量を６７％、及び全体的なセル重量を２０％低減することが
できる。アルミニウムは、アノード電位で機械的強度が低いリチウムアルミニウム合金を
形成する可能性があるので、アルミニウムを用いて負極性容器を有するセルを構成するこ
とは不可能である点に留意されたい。アルミニウム及び／又は軽量金属もしくは合金を用
いることで、セル構成全体のエネルギー密度を特にＷｈ／ｋｇに関して有意に改善するこ
とができ、これは、このような電気化学セルの多くの消費者及び使用者にとって第一の関
心事である。
【００３４】
　また、セル閉鎖部１１４は、端子カバー１１５を含めて金属、金属合金又は好適な導電
性プラスチックのような導電性材料で作る必要がある。好適な実施例には、限定ではない
が、容器の構成（上に検討したもの）に用いられるもの又は本明細書で検討した別の性質
を有する他の公知の材料が含まれる。前の段落で識別された考慮事項に加えて、カバー形
状の複雑さ、成形／機械加工／キャスト／押し出しの容易さ、及びセル内部構造物との適
合性は全て、考慮事項の因子である。セルカバー１１４及び／又は負端子カバー１１５は
、厚い平坦なディスクのような単純な形状を有することができ、或いは図１に示すカバー
のようなより複雑な形状を有することもでき、消費者用電池で可視である場合には、魅力
的な外観を有するように設計してもよい。端子カバー１１５又はセルカバー１１４が圧力
除去通気口１１３を覆って配置される限り、それぞれのカバーは一般に、セル通気を容易
にする１つ又はそれ以上の穴を有する。
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【００３５】
　ガスケット１１６は、セルカバーの非導電性部分であり、缶１１２とカバー１１４との
間に圧迫されてこれらの構成要素の周縁部をシールし、腐食を防止し、更にこれらの構成
要素を通過する、又はその周囲の、或いはこれらの間での電解質の漏れを抑制する。ガス
ケット１１６は、ポリマー組成物、例えば、熱可塑性又は熱硬化性ポリマーで作ることが
でき、その組成は、セル１１０に用いられる電極１１８、１２０及び電解質の化学的適合
性に部分的に基づく。ガスケット１１６に用いることができる材料の実施例には、限定で
はないが、ポリプロピレン、ポリフェニレンスルフィド、テトラフルオリド－パーフルオ
ロアルキルビニルエーテルコポリマー、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、エチレ
ンテトラフルオロエチレン、ポリフタルアミド、及びそのブレンドが含まれる。使用可能
な好適なポリプロピレンは、米国デラウェア州ウィルミントン所在のＢａｓｅｌｌ　Ｐｏ
ｌｙｏｌｅｐｈｉｎｓが提供するＰＲＯ－ＦＡＸ（登録商標）６５２４である。好適なポ
リフェニレンスルフィドは、ＴＥＣＨＴＲＯＮ（登録商標）ＰＰＳとして米国テキサス州
シャイナー所在のＢｏｅｄｅｋｅｒ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ，Ｉｎｃ．から入手可能である。
好適なポリフタルイミドは、Ａｍｏｄｅｌ（登録商標）ＥＴ　１００１　Ｌとしてジョー
ジア州アルファレッタ所在のＳｏｌｖａｙ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓから入
手可能である。また、ポリマーは、ガラス繊維等のようなベース樹脂に加えて補強無機充
填剤及び有機化合物を含むことができる。重要なことには、電解質に対する蒸気透過率が
低い材料が好ましい。
【００３６】
　ガスケット１１６は、シーラントでコーティングして更に良好なシールを形成すること
ができる。エチレンプロピレンジエンターポリマー（ＥＰＤＭ）は好適なシーラント材料
であるが、他の好適な材料を用いることもできる。
【００３７】
　また、正の温度係数（ＰＴＣ）装置１４２を端子カバー１１５の周囲フランジとセルカ
バー１１４との間に配置することもできる。ＰＴＣ１４２は、電気酷使状態下で電流の流
れを実質的に制限する。セル１１０が正常に作動する間は、電流はＰＴＣ素子１４２を通
って流れる。セル１１０の温度が異常に高いレベルになると、ＰＴＣ素子１４２の電気抵
抗が増大して電流の流れが減少させ、これによってＰＴＣ素子１４２は、外部短絡、異常
充電、及び強制過放電のような電気酷使により生じるセルの継続的内部発熱及び圧力蓄積
を遅延又は防止することができる。それでも尚、内部圧力が予め設定された解放圧力値ま
で蓄積し続けた場合には、圧力除去通気口１１３を作動させて内部圧力を解放することが
できる。
【００３８】
　セル閉鎖部１１４は、内部圧力蓄積を回避して酷使状態下でセルの分解を防止する安全
機構として圧力除去通気口１１３を含む。１つの実施形態では、セルカバー１１４は、底
部に通気口穴１３０を有した内向きに突出する中心通気口ウェル１２８と共にアパーチャ
を有するボール通気口を含む。アパーチャは、通気口ボール１３２と薄肉熱可塑性ブッシ
ュ１３４とによりシールされ、該ブッシュは、通気口ウェル１２８の垂直壁と通気口ボー
ル１３２の周囲との間で圧縮される。セル内部圧力が予め設定されたレベルを超えると、
通気口ボール１３２、又はボール１３２及びブッシュ１３４の両方がアパーチャから強制
的に押し出され、加圧ガスをセル１１０から放出させる。
【００３９】
　通気口ブッシュ１３４は、高温（例えば７５°Ｃ）で低温フローに耐性がある熱可塑材
料で作られる。熱可塑材料は、エチレン－テトラフルオロエチレン、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリフェニレンスルフィド、ポリフタルアミド、エチレンクロロトリフルオロ
エチレン、クロロトリフルオロエチレン、パーフルオロアルコキシアルカン、フッ化パー
フルオロエチレンポリプロピレン及びポリエーテルエーテルケトンのようなベース樹脂を
含む。エチレン－テトラフルオロエチレンコポリマー（ＥＴＦＥ）、ポリフェニレンスル
フィド（ＰＰＳ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）及びポリフタルアミドが好ま
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しい。樹脂は、熱安定化充填剤を加えることにより修正され、高温で望ましいシール及び
通気特性を備えた通気口ブッシュを形成することができる。ブッシュは、熱可塑材料で射
出成形することができる。ＴＥＦＺＥＬ（登録商標）ＨＴ２００４（２５重量パーセント
のチョップドガラス充填剤を備えたＥＴＦＥ樹脂）が好ましい熱可塑材料である。
【００４０】
　通気口ボール１３２は、セル内容物と接触した状態で安定で且つ望ましいセルシール及
び通気口特性をもたらすあらゆる好適な材料で作ることができる。ガラス又はステンレス
鋼のような金属を用いてもよい。
【００４１】
　別の実施形態では、通気口１１３は、単層又は層状フォイル通気口を含むことができる
。このようなフォイル通気口は、蒸気透過を防ぎ、電極１１８、１２０及び電解質の化学
的適合性を有する必要がある。任意選択的に、このようなフォイル通気口はまた、シール
を更に完全にするために、圧力、超音波エネルギー及び／又は熱により活性化される接着
剤成分を含むこともできる。好ましい実施形態では、配向ポリプロピレン、ポリエチレン
、アルミニウム及び低密度ポリエチレンからなる４層の通気口を用いることができるが、
他の材料も可能であり、積層の層数を変えることもできる。通気口は、セル閉鎖部１１４
のアパーチャを覆って所定位置に圧着、ヒートシール、及び／又は機械的保持をすること
ができる。このような通気口を用いると、電気化学的活物質に利用可能なセル１１０の内
部容積が増大する点に留意されたい。詳細には、好適な材料を用いる必要があり、電気的
接続を維持する必要があることが認識されると、引用により本明細書に組み込まれる米国
特許出願公開第２００５／０２４４７０６号に開示されているものに類似したフォイル通
気口を用いることができる。
【００４２】
　セル１１０は、ゼリーロール構成で螺旋状に共巻きした正電極１１８及び負電極１２０
を含み、正電極１１８と負電極１２０との間にはセパレータが配置されている。負電極１
２０は、電極１２０の導電性、延性、加工性又は機械的強度を高めるように選択された純
リチウム又はリチウム合金のフォイル又はシートを含む。好ましい実施形態では、リチウ
ムは、重量で０．１％～２．０％のアルミニウムで合金化することができ、最も好ましい
合金は、重量で０．５％のアルミニウムを有する。この最も好ましい材料は、米国ノース
カロライナ州キングスマウンテン所在のＣｈｅｍｅｔａｌｌ　Ｆｏｏｔｅ　Ｃｏｒｐ．か
ら入手可能である。負電極１１８は、上部端子縁部において軸方向で超過して設けられ、
接触ばね１２４によりカバー１１４の内側表面と電気的に接続するようにすることができ
る。好ましい実施形態では、導電性部材１２２は、負電極１２０自体に固定することがで
きる。最も有利には、部材１２２は、負電極１２０の最内側表面に沿って固定されて正電
極１１８との望ましくない接触を回避するようにされるが、部材１２２が負電極１２０と
電気的に接触し、更に好ましくはセパレータ（図１には示さず）を用いることにより正電
極１１８から電気的に分離される限り、部材１２２と負電極１２０との間の何れの位置又
は接続でも十分であることになる。加えて、絶縁円錐体１４６（図１に示す）をカラー部
材１２２（及び／又はその端子縁部）に用いて、絶縁円錐体１４６を電極１１８、１２０
の上部の周辺部付近に配置して、導電性部材１２２が容器１１２と接触しないようにする
ことができる。絶縁円錐体１４６の直径は、内部短絡を防止するための望ましい配列にす
るようにその長手方向長さに沿って変えることができる。或いは、アノードタブが適切に
絶縁されるか、或いは保護包装又はテープ内に封入されている場合には、セル１１０の全
体的な信頼性を維持又は場合によっては更に改善しながら、絶縁円錐体１４６を完全に排
除することができる。
【００４３】
　上記に示すように、導電性部材１２２は、電気リード線又はタブとして働き、負電極１
２０をセル閉鎖部１１４の一部に電気的に接続し、その結果、該閉鎖部１１４に、更に詳
細には端子カバー１１５に負極性が与えられるようになる。導電性部材１２２は、その延
性、機械的強度、導電性、及び電解質を含むセル１１０内部の電気化学的活物質との適合
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性を求めて選択された材料、好ましくは金属又は金属合金で作られることになる。導電性
部材は、好ましくは、セル閉鎖部１１４の特定の寸法に適合するような大きさ、好ましく
は厚さ０．０２５～０．１２５ｍｍ、幅４．５～６．５ｍｍで、長さが、利用される特定
の形状（下を参照）を収容しながら電極１１８とセル閉鎖部１１４との間の空間に架橋す
るのに十分である金属のストリップで形成される。好ましい材料の１つは、ニッケルめっ
き冷延鋼鉄であるが、鋼鉄、ニッケル、銅及び他の同様の材料も可能とすることができる
。
【００４４】
　導電性部材１２２は、電極１１８の少なくとも１つの部分に沿って負電極１１８に固定
的に接続される。リチウムの特性により、この接続は、導電性部材１２２の１つの端部を
負電極の一部に埋め込む単なる圧力接触により、又は部材の端部をリチウムフォイルの表
面に押し付けることにより達成することができる。好ましい実施形態では、導電性部材１
２２は、螺旋巻きの中心又はコア近傍の負電極に接続されるが、部材は、電極１１８の他
の位置及び／又は複数の位置に接続することもできる。
【００４５】
　導電性部材の第２の部分、好ましくはその対向する端部は、固定接続又は非固定接続に
よりセルカバーの一部に接続される。固定接続の実施例には、導電性部材をセルカバーに
リベット、圧着、又は溶接することが含まれ、非固定接続は、圧力接触、締まり嵌め、或
いは接着剤媒体（例えばウェルドメルト）又は導電性部材及びセルカバー（例えば圧着）
の両方の他の曲げ／他の金属加工も必要としない他の工学的解決により達成することがで
きる。
【００４６】
　固定接続は、例えば図２に示すように、導電性部材２２２の端子末端部分をセルカバー
２１４又は図２に詳細には示さない構成部品の何れか（例えば、接触ばね、ＰＴＣ、その
他）に溶接することによって行われる。部材２２２の対向する端子端部は、上述のように
負電極２１８に接続される（図２に正電極２２０は示されていない点に留意されたい）。
また、各図全体を通じて、共通の構成要素を互いに対応させるように参照番号の下二桁を
用いる点に留意されたい（例えば、図１の参照番号１２２は、図２の２２２、図３の３２
２、その他に対応する）。
【００４７】
　図３で分かるように、非固定接続は、圧力接触を介して導電性部材３２２とセルカバー
３１４の一部との間を接続することができ、ばね及び／又は圧縮力を用いて電気的接続が
維持される。力は、ばね３２４のようなセルカバー３１４の構成要素によるか、カバー３
１４に向かうセルの上端部に向けて付勢することができる導電性部材３２２によるか、或
いはその両方により作用させることができる。部材３２２は、上に記載するように電極３
１８に固定され、電極３２０は図示していない。このような圧力接触を用いると、上に述
べた溶接段階で利用されるような処理段階及び機器を省略することができ（製造コスト及
び複雑さに関して相当な節減に対応する）、閉鎖真空又は開放真空充填を用いてセルを充
填するための可撓性が提供される。圧力接触の別の利点は、電極組立体が、圧力接触によ
り缶内の望ましい位置に堅固に保持されることである。圧力接触の付加的な利点には、正
電極と容器底部との間を良好に接触させること、並びに衝撃及び振動が激しい間に電極組
立体を所定位置に保持することが含まれ、後者によって、幾つかの実施形態では、円錐体
（図３には示さず）を小さくするか又は排除することが可能になる。アコーディオン形の
導電性部材３２２が示されているが、上に述べた目的を達成するために、ばね３２４がこ
のような非固定接触のために十分な付勢力を提供する限りは、導電性部材３２２は特定の
形状を有する必要はない。
【００４８】
　非固定圧力接触の別の実施例が図４に示される。ここでは、導電性部材４２２は、圧力
を介してカバー４１４に接触するコイル形の端部部分４２４を備える。導電性部材４２２
は負電極４１８に接続される。コイルは、弾性があり、セル４１０内に組み付けられたと
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きにカバー４１４の一部に向かって付勢力又はばね様力を作用させるように、曲げ加工な
どのあらゆる好適な方法で形成することができる。
【００４９】
　図３及び図４に示す好ましい実施形態では、部材３２２、４２２は、これらの非固定接
続に必要な圧縮力に寄与する点に留意されたい。詳細には、導電性部材３２２、４２２は
、少なくとも２つの異なる点に沿った線Ａ－Ａ及び線Ｂ－Ｂにより定められる別個の長手
方向軸線と交差する。この構成では、部材３２２、４２２にばね様性質が付与される。し
かしながら、同様のばね様性質は、好適な材料を選択することによって、及び／又は部材
３２２、４２２が少なくとも２つの異なる点に沿った単一の軸線と交差するように成形す
ることによってもたらすことができる。詳細には、導電性部材は一般に、電極組立体の負
電極と、好ましい実施形態では非線形である付勢部材を備えたセルカバーとの間の軸線に
沿って配向され、該付勢部材は、軸線と異なる点で複数回交差し、該軸線は実質的に容器
の長手方向軸線に平行であるのが好ましい。しかしながら、使用される場合には、部材３
２２、４２２の特別な設計を必要とせずに、ばね１２４との接触だけで非固定接続を維持
するのに十分な軸方向力を作用させることができる。
【００５０】
　正電極１１８は、電気化学的活物質を付着させるのに好適なレオロジー特性を可能にす
るアルミニウム又は他の好適な材料のような、導電性フォイルの片方の側部又は両側部に
固定される電気化学的活物質を含むことができる。電気化学的活物質は、好ましくは二硫
化鉄である。正電極１１８は、軸方向側壁に沿って及び／又は缶の底部との接触を通して
容器１１２に電気的に接続する点に留意されたい。以下で更に詳細に検討するように、電
気化学的活物質は、正電極１１８と容器１１２との間の電気的接続を向上させるようにフ
ォイルに固定される。また、絶縁材料（図１には示さず）を用いて、正電極１１８の導電
性部材１２２が負極性のセル閉鎖部１１４と接触して内部短絡するのを防ぐこともできる
。また、１つ又はそれ以上の導電性コレクタタブ（これも図１には示さず）を正電極１１
８に固定して位置決め又は撓ませて、セル寿命全体でこの正の電気的接触を更に維持し増
強することができる。好ましい１つの実施形態では、銅、ニッケル又はニッケルめっき冷
延鋼鉄のような導電性材料で作られたコレクタタブは、電極１１８の軸方向縁部又はその
近傍に固定されて、ゼリーロールの外周部を超えてコレクタタブが後方に撓むように配向
され、その結果、容器１１２の軸方向側壁との電気的接触が形成され維持されるようにな
る。このコレクタタブと容器との間には、他の接続も可能であり、これには、限定ではな
いが、容器１１２の底部での接続及び／又は１つ又はそれ以上のコレクタタブを介した複
数のこのような接続が含まれる。しかしながら、コレクタタブを用いることに関して、セ
ル内の内部抵抗が増大する可能性、製造の複雑さの増大、材料コストの増大及び同様のも
のなどの妥協点が存在する。従って、このようなコレクタタブを必要としない設計を実施
することが最も好ましい。
【００５１】
　図５Ａ及び図５Ｂは、正極性缶の好ましいゼリーロール構成が、従来利用可能な負極性
構成のものとどのように異なるかに関する比較図である。図５Ａの従来技術のセル１０で
は、電極組立体１９は、共に螺旋状に巻かれて容器１２内に配置された正電極１８及び負
電極２０を含む。セパレータ（図示せず）は、正電極１８と負電極２０との間に配置され
る。負電極は組立体１９の最外層を形成するので、負電極は、正電極と比較して過剰な長
さを用いる必要がある点に留意されたい。リチウムを含む負電極及び二硫化鉄を有する正
電極を用いた典型的なＡＡサイズ容器では、負電極の長さ（即ち、コアの周りで半径方向
に巻かれた部分）は、完全に巻き解いたときに最適には３０．６ｃｍであり、正電極の長
さは最適には２８．８ｃｍである。従って、図５Ａの従来技術のセル１０では、負電極２
０の長さは、半径方向に巻き解いた正電極対負電極の比率が常に１．０又はそれ未満であ
るように超過して設けられ、電極組立体１９の最外層に沿ったリチウムが不完全に利用さ
れることになり、この場合、正電極１８内の二硫化鉄の対応する層と反応することができ
ない。
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【００５２】
　図５Ｂは、本発明の１つの実施形態によるセル１１０を示す。ここでは、正電極１１８
が電極組立体１１９の最外層を形成する。従って、負電極１２０の方が長さが短くなる。
例えば、リチウム及び二硫化鉄を用いたＡＡサイズ容器では、負電極１２０は、二硫化鉄
ベースの正電極１１８の長さが３３．１ｃｍであるのと比べて、半径方向に巻き解いた長
さを２９．９ｃｍまで短くすることができる。従って、セル１１０は、半径方向に巻き解
いた正電極対負電極の比が１．０を超えることになる。セル１１０に供給されるリチウム
の量が（セル１０と比べて）このように５％減少するにもかかわらず、放電の間にセル１
１０内のリチウムが完全に利用されるため、有効寿命は同等か又は改善される。
【００５３】
　正電極１１８が電極１１８、１２０のゼリーロール構成の最外巻きを形成すると、容器
１１２は、上述のように、容器の軸方向側壁及び／又は底部の何れかに沿った電気化学セ
ル１１０の正端子として働くことになる。電極１１８、１２０は、容器１１２の長手方向
長さに実質的に平行にそのほぼ中心軸に沿って延びる軸方向長さを有する。正電極１１８
及び負電極１２０の上側端部は、同一の広がりを有することが好ましく、正電極集電子は
、利用されるセパレータの上側軸方向端部高さに実質的に等しい上側軸方向端部を有し、
その上方には延びない。或いは、セル閉鎖部１１４又は容器１１２の底部との電気的接続
を有利に強化できるように、電極の一方は、他方よりも意図的に大きくすることができる
。
【００５４】
　セル１１０の正電極１１８は、通常は微粒子の形態で１つ又はそれ以上の活物質を含む
ことができる。あらゆる好適なカソード活物質を用いることができ、例えばＦｅＳ2、Ｃ
ｕＯ、ＭｎＯ2、ＣＦx及び（ＣＦ）nを含むことができるが、独占的な電気化学的活物質
でない場合でも主材料として二硫化鉄（ＦｅＳ2）が好ましい。他のカソード材料も可能
であるが、カソード材料の選択は、化学的適合性及び全体的なセル性能の両方の観点で最
適な電解質に直接影響を及ぼすことになるので、ヘッダ組立体は、選択された材料に対し
て特別に設計される必要がある。
【００５５】
　正電極１１８は、通常は微粒子の形態の化学的活物質でコーティングされたアルミニウ
ムのようなフォイル担体の形態が好ましい。二硫化鉄が好ましい活物質である。Ｌｉ／Ｆ
ｅＳ2セルでは、活物質は、５０重量パーセントを超えるＦｅＳ2を含む。また、正電極１
８は、望ましいセルの電気及び放電特性に応じて１つ又はそれ以上の付加的な活物質を含
むこともできる。付加的な正電極活物質は、あらゆる好適な正電極活物質とすることがで
きる。実施例には、Ｂｉ2Ｏ3、Ｃ2Ｆ、ＣＦx、（ＣＦ）n、ＣｏＳ2、ＣｕＯ、ＣｕＳ、Ｆ
ｅＳ、ＦｅＣｕＳ2、ＭｎＯ2、Ｐｂ2Ｂｉ2Ｏ5及びＳが含まれる。
【００５６】
　更に好ましくは、Ｌｉ／ＦｅＳ2セル正電極の活物質は一般に、少なくとも９５重量パ
ーセントのＦｅＳ2、望ましくは少なくとも９９重量パーセントのＦｅＳ2を含み、ＦｅＳ

2が単一の正電極活物質であるのが好ましい。純度レベルが少なくとも９５重量パーセン
トの電池グレードＦｅＳ2は、米国ニュージャージー州カムデン所在のＡｍｅｒｉｃａｎ
　Ｍｉｎｅｒａｌｓ，Ｉｎｃ．、オーストリア国ウィーン所在のＣｈｅｍｅｔａｌｌ　Ｇ
ｍｂＨ、マサチューセッツ州ノースグラフトン所在のＷａｓｈｉｎｇｔｏｎ　Ｍｉｌｌｓ
、米国バージニア州ディルウィン所在のＫｙａｎｉｔｅ　Ｍｉｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．から
入手可能である。
【００５７】
　活物質に加えて、正電極混合物は他の材料を含む。結合剤は、一般に、粒子材料を共に
保持して、この混合物を集電子に付着させるのに用いられる。金属、グラファイト及びカ
ーボンブラック粉末のような１つ又はそれ以上の導電性材料を付加し、混合物の導電性を
改善することができる。使用される導電性材料の量は、活物質及び結合剤の導電性、集電
子上の混合物の厚さ、及び集電子の設計などの因子に左右される可能性がある。また、少
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量の種々の添加剤を用いて、正電極製造及びセル性能を強化することができる。以下は、
Ｌｉ／ＦｅＳ2セル正電極用の活物質混合物の実施例である。グラファイト：米国オハイ
オ州ウエストレイク所在のＴｉｍｃａｌ　Ａｍｅｒｉｃａから提供されるＫＳ－６及びＴ
ＩＭＲＥＸ（登録商標）ＭＸ１５グレード合成グラファイト。カーボンブラック：米国テ
キサス州ヒューストン所在のＣｈｅｖｒｏｎ　Ｐｈｉｌｌｉｐｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ　ＬＰ
から提供されるグレードＣ５５アセチレンブラック。結合剤：Ｐｏｌｙｍｏｎｔ　Ｐｌａ
ｓｔｉｃｓ　Ｃｏｒｐ．（旧Ｐｏｌｙｓａｒ，Ｉｎｃ．）製であり、米国オハイオ州アク
ロン所在のＨａｒｗｉｃｋ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　Ｃｏｒｐ．
から入手可能なエチレン／プロピレンコポリマー（ＰＥＰＰ）；非イオン水溶性ポリエチ
レンオキシド（ＰＥＯ）：米国ミシガン州ミッドランド所在のＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏｍｐａｎｙから提供されるＰＯＬＹＯＸ（登録商標）；及びテキサス州ヒュースト
ン所在のＫｒａｔｏｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓから提供されるＧ　１６５１グレードスチレン
－エチレン／ブチレン－スチレン（ＳＥＢＳ）ブロックコポリマー。添加剤：米国ニュー
ヨーク州タリタウン所在のＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ　Ｉｎｃ．製のＦＬＵＯ　ＨＴ（
登録商標）微粉化ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）（米国オハイオ州クリーブラ
ンド所在のＤａｒ－Ｔｅｃｈ　Ｉｎｃ．から市販されている）及びニュージャージー州リ
ッジフィールド所在のＤｅｇｕｓｓａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒ
ｏｕｐから提供されるＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）２００グレードヒュームドシリカ。
【００５８】
　ＦｅＳ2正電極を作る好ましい方法は、高揮発性有機溶媒（例えば、トリクロロエチレ
ン）に入れた活物質混合物材料のスラリーをアルミニウムフォイルのシートの両側部にロ
ールコーティングし、コーティングを乾燥させて溶媒を除去し、コーティングフォイルを
カレンダ加工してコーティングを圧縮成形し、コーティングフォイルを所望の幅のスリッ
トを入れ、スリットを入れた正電極材料のストリップを所望の長さに切断することである
。セパレータが破裂するリスクを最小限にするために、粒径が小さい正電極材料を用いる
ことが望ましい。例えば、ＦｅＳ2は、使用する前に２３０メッシュ（６３μｍ）スクリ
ーンを通して篩いをかけることが好ましい。コーティングの厚さは、一般的には１００μ
ｍ以下である。
【００５９】
　別の実施形態では、正電極は、媒体ミルのような湿式磨砕法又はジェットミルのような
非機械的磨砕装置を用いる乾式磨砕法により生成された予め設定された平均粒径のＦｅＳ

2粒子を含む。平均粒径を小さくしたＦｅＳ2粒子で調製した電気化学セルは、セルの大き
さに関係なく、あらゆる所与の放電深度でセル電圧が増大する。また、ＦｅＳ2粒子が小
さいほど、集電子上の正電極材料のコーティングをより薄くすることができ、例えば、約
１０μｍ程の薄さのコーティングを用いることができる。好ましいＦｅＳ2材料及びこれ
を調製する方法は、米国特許出願番号第１１／０２０，３３９号及び第１１／１５５，３
５２号に開示されており、これら両方は引用により本明細書に完全に組み込まれる。
【００６０】
　フォイル担体は、正電極の集電子として機能することができ、或いは集電子は、正電極
表面内に配置するか内部に埋め込むことができる。フォイル担体を用いる限り、正電極混
合物は、薄い金属ストリップ又はフォイルの片側又は両側にコーティングすることができ
、アルミニウムが好ましい材料である。フォイルのみの露出部分は、正電極混合物がコー
ティングされた部分を超えて延びて、本明細書に記載するように容器１２の種々の部分と
の電気的接触を良好にすることができる（例えば、容器の軸方向側壁、容器の底部、その
他）。
【００６１】
　リチウムセル、詳細にはリチウム二硫化鉄セル用の電解質は非水性電解質であり、不純
物として極めて少量（例えば、重量で約５００ｐｐｍ未満）しか水を含まない。好適な非
水性電解質は、有機溶媒に溶解された１つ又はそれ以上の電解質塩を含む。アノード及び
カソード活物質及び望ましいセル性能に応じてあらゆる好適な塩を用いることができる。
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実施例には、臭化リチウム、過塩素酸リチウム、ヘキサフルオロリン酸リチウム、ヘキサ
フルオロリン酸カリウム、ヘキサフルオロアルソン酸リチウム、トリフルオロメタンスル
ホン酸リチウム及びヨウ化リチウムが含まれる。好適な有機溶媒には、次の１つ又はそれ
以上が含まれ、即ち、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル、炭酸ジプロピル、炭酸メチルエチル
、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸１，２－ブチレン、炭酸２，３－ブチレン、メタ
ホルメート（ｍｅｔｈａｆｏｒｍａｔｅ）、γ－ブチロラクトン、スルホラン、アセトニ
トリル、３，５－ジメチルイソキソゾール、ｎ，ｎ－ジメチルホルムアミド、及びエーテ
ルである。塩及び溶媒の組み合わせは、望ましい温度範囲にわたってセル放電要件を満た
すために十分な電解及び導電性を提供する必要がある。エーテルを溶媒中で用いると、一
般に低粘性、良好な湿潤性、良好な低温放電性、及び高速放電性能をもたらす。好適なエ
ーテルには、限定ではないが、１，２－ジメトキシエタン（ＤＭＥ）；１，２－ジエトキ
シエタン；ジ（メトキシエチル）エーテル；トリグリム、テトラグリム及びジエチルエー
テル；のような非環状エーテル、１，３－ジオキソラン（ＤＩＯＸ）、テトラヒドロフラ
ン、２－メチルテトラヒドロフラン及び３－メチル－２－オキサゾリジノンのような環状
エーテル；及びその混合物が含まれる。
【００６２】
　本発明の電池セルには、不純物として水を極めて少量（例えば、使用している電解質塩
に応じて重量で約５００ｐｐｍ以下）しか含まない非水性電解質を用いる。リチウム及び
正電極活物質と共に用いるのに好適なあらゆる非水性電解質を用いることができる。電解
質は、有機溶媒に溶解された１つ又はそれ以上の電解質塩を含む。Ｌｉ／ＦｅＳ2セルで
は、好適な塩の実施例には、臭化リチウム、過塩素酸リチウム、ヘキサフルオロリン酸リ
チウム、ヘキサフルオロリン酸カリウム、ヘキサフルオロアルソン酸リチウム、トリフル
オロメタンスルホン酸リチウム及びヨウ化リチウムが含まれ、好適な有機溶媒には、次の
１つ又はそれ以上が含まれ、即ち、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル、炭酸メチルエチル、炭
酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸１，２－ブチレン、炭酸２，３－ブチレン、ギ酸メチ
ル、γ－ブチロラクトン、スルホラン、アセトニトリル、３，５－ジメチルイソキソゾー
ル、ｎ，ｎ－ジメチルホルムアミド、及びエーテルである。塩／溶媒の組み合わせは、望
ましい温度範囲にわたってセル放電要件を満たすために十分な電解及び導電性を提供する
ことになる。エーテルは、全体的に低粘性、良好な湿潤性、良好な低温放電性、及び高速
放電性であるので、望ましいことが多い。このことは、Ｌｉ／ＦｅＳ２セルにおいては、
ＭｎＯ２正電極と用いるよりもエーテルがより安定しており、よって高レベルのエーテル
を用いることができるので特に当てはまる。好適なエーテルには、限定ではないが、１，
２－ジメトキシエタン、１，２－ジエトキシエタン、ジ（メトキシエチル）エーテル、ト
リグリム、テトラグリム及びジエチルエーテルのような非環状エーテル、１，３－ジオキ
ソラン、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン及び３－メチル－２－オキ
サゾリジノンのような環状エーテルが含まれる。
【００６３】
　従って、電解質塩及び有機溶媒の種々の組み合わせを用いて電気化学セル用の電解質を
形成することができる。電解質塩のモル濃度を変化させ、電解質の導電性特性を修正する
ことができる。有機溶媒に溶解した１つ又はそれ以上の電解質塩を含む好適な非水性電解
質の実施例には、限定ではないが、導電性が２．５ｍＳ／ｃｍである、１，３－ジオキソ
ラン、１，２－ジエトキシエタン、及び３，５－ジメチルイソキサゾール（重量で２４．
８０：６０．４０：０．２０％）の溶媒ブレンドに入れた１モル／リットル溶媒濃度のト
リフルオロメタンスルホン酸リチウム（重量で１４．６０％）；導電性が３．４６ｍＳ／
ｃｍである、１，３－ジオキソラン、１，２－ジエトキシエタン、及び３，５－ジメチル
イソキサゾール（重量で２３．１０：５６．３０：０．２０％）の溶媒ブレンドに入れた
１．５モル／リットル溶媒濃度のトリフルオロメタンスルホン酸リチウム（重量で２０．
４０％）；及び導電性が７．０２ｍＳ／ｃｍである、１，３－ジオキソラン、１，２－ジ
エトキシエタン、及び３，５－ジメチルイソキサゾール（重量で６３．１０：２７．６０
：０．２０％）溶媒ブレンドに入れた０．７５モル／リットルの溶媒濃度のヨウ化リチウ
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ム（重量で９．１０％）が含まれる。本発明の電気化学セルに用いられる電解質の導電性
は、一般に約２．０ｍＳ／ｃｍより大きく、望ましくは約２．５又は約３．０ｍＳ／ｃｍ
より大きく、好ましくは約４、約６、又は約７ｍＳ／ｃｍより大きい。
【００６４】
　好適なセパレータ材料は、イオン透過性で非導電性である。好適なセパレータの実施例
には、ポリプロピレン、ポリエチレン及び超高分子量ポリエチレンのような材料で作られ
た微孔性膜を含む。Ｌｉ／ＦｅＳ2セルに好適なセパレータ材料は、米国ノースカロライ
ナ州シャーロット所在のＣｅｌｇａｒｄ　Ｉｎｃ．から入手可能なＣＥＬＧＡＲＤ（登録
商標）２４００微孔性ポリプロピレン膜；及び米国ニューヨーク州マケドニア所在のＥｘ
ｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＳｅｔｅｌｌａ
　Ｆ２０ＤＨＩ　微孔性ポリエチレン膜である。セパレータとして固体電解質又はポリマ
ー電解質の層を用いることもできる。
【００６５】
　セパレータは、イオン透過性で非導電性の薄い微孔性膜である。これは、セパレータの
孔の中に電解質の少なくとも一部を保持することができる。セパレータは、アノード及び
カソードの隣接する表面間に配置されて、電極を互いに電気的に絶縁する。また、セパレ
ータの一部は、セル端子と電気的に接触する他の構成要素を絶縁し、内部短絡を防止する
こともできる。セパレータの縁部は、多くの場合、少なくとも１つの電極の縁部を超えて
延びて、アノード及びカソードが、互いに完全に位置合わせされていない場合でも電気的
に接触しないことを保証する。しかしながら、電極を超えて延びるセパレータの量は最小
にすることが望ましい。
【００６６】
　良好な高出力放電性能を提供するために、セパレータは、引用により本明細書に組み込
まれる米国特許第５，２９０，４１４号で開示された特性（最小寸法が少なくとも０．０
０５μｍ、最大寸法が直径５μｍ以下であり、多孔率が３０～７０パーセントの範囲、面
積比抵抗が２～１５ｏｈｍ－ｃｍ2、ねじれが２．５未満である細孔）を有することが望
ましい。好適なセパレータ材料はまた、セル製造プロセスに耐えるだけでなく、結果とし
て内部短絡を引き起こす可能性がある断裂、分裂、穴、又は他のギャップを生じることな
く、セル放電中にセパレータに加わる可能性がある圧力に耐える程十分な強度を有する必
要がある。別の好適なセパレータ材料は、米国特許出願番号第１０／７１９，４２５号に
対する優先権を主張した米国特許出願番号第１１／０２０，３３９号及び第１１／１５５
，３５２号に記載されており、これらは引用により本明細書に完全に組み込まれる。
【００６７】
　セル内の総セパレータ容積を最小にするために、セパレータは、できるだけ薄くされる
必要があるが、少なくとも約１μｍ又はそれ以上とし、内部短絡を防止するためカソード
とアノードとの間には物理的障壁が存在するようにする。しかしながら、セパレータの厚
さは、約１～約５０μｍ、望ましくは約５～約２５μｍ、好ましくは約１０～約１６又は
約２０μｍの範囲である。必要な厚さは、一部には、セパレータ材料の強度及び電気的に
絶縁するセパレータ上に加わる可能性がある力の大きさ及び位置によって決まることにな
る。
【００６８】
　リチウム電池に用いられるセパレータ膜は、ポリプロピレン、ポリエチレン又は超高分
子量ポリエチレンで作られることが多いが、ポリエチレンが好ましい。セパレータは、単
層の二軸延伸微孔性膜とすることもでき、或いは、２つ又はそれ以上の層を共に積層して
直交方向に望ましい引張強さを生じさせることもできる。コストを最小限にするためには
単層が好ましい。好適な単層二軸延伸ポリエチレン微孔性セパレータは、東燃化学株式会
社、及び米国ニューヨーク州マセドニア所在のＥＸＸＯＮ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．から入手可能である。Ｓｅｔｅｌａ　Ｆ２０ＤＨＩグレードセパレータの公
称厚さは２０μｍであり、Ｓｅｔｅｌａ　１６ＭＭＳグレードの公称厚さは１６μｍであ
る。
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【００６９】
　セルは、あらゆる好適なプロセスを用いて閉鎖及びシールすることができる。このよう
なプロセスには、限定ではないが、圧着加工、再絞り、コレット及びその組み合わせを含
むことができる。例えば、図１のセルでは、電極及び絶縁円錐体を挿入した後に缶にビー
ドが形成され、ガスケット及びカバー組立体（セルカバー、接触ばね及び通気口ブッシュ
を含む）が缶の開放端部に配置される。セルはビードで支持され、ガスケット及びカバー
組立体はビードに下向きに押し付けられる。ビード上の缶の上部の直径は、セグメント化
コレットで低減され、ガスケット及びカバー組立体をセル内の所定位置に保持する。電解
質が通気口ブッシュ及びカバーのアパーチャを通してセルに分配された後、通気口ボール
がブッシュに挿入されてセルカバーのアパーチャをシールする。セルカバーを覆ってセル
上にＰＴＣ素子及び端子カバーを配置し、缶の上縁部を圧着ダイで内向きに曲げ、ガスケ
ット、カバー組立体、ＰＴＣ素子及び端子カバーを保持し、ガスケットによる缶の開放端
部のシールを完成する。
【００７０】
　上記で特定したように電気化学セルに電極組立体を設けることにより、リチウム又はセ
パレータ、好ましくはその両方の量は、同じ大きさの負極容器型セルと比べて減少させる
ことができ、セル容量を増大させることができる。必要とされるリチウムが少ない理由の
１つは、負極容器型セルの螺旋状に巻いた電極の外巻き上のリチウムが、片側からのみ消
費又は放電されることである。実際、ＡＡサイズの正極容器型セルに必要とされるリチウ
ムの量は、同様に設計された負極容器型セルと比較して、ほぼ２．５％減少させることが
でき、これによって実質的に材料が節約されることになる。
【００７１】
　上記で特定した好ましい材料で３つの組のセルを構成した。第１の組は、「標準的な」
負極性缶を用いて作ったものであり、以下、対照群と呼ぶ。第２の組は、缶の底部だけに
沿った正電極と缶との間の電気的接続と併せて正極性缶を用いた。第３の組は、正電極と
缶との間の軸方向側壁の電気的接続と併せて正極性缶を有していた。
【００７２】
　これらのセルは、次に、以下の表１に示すように連続ドレイン条件下で有効性を試験し
た。表１の結果は、全体的な有効性として報告されており、カッコ内の数は、対照群と比
較して改善したパーセントを表すことに留意されたい。
表１．連続ドレイン性能

【００７３】
　明らかに、正極性容器で作ったセルは、対照群よりも５～１０％の間の何れかの性能の
向上を示した。また、低温での性能の向上、貯蔵寿命の改善、その他を含む他の利点も実
現することができる。
【００７４】
　開示された概念の精神から逸脱することなく、本発明に種々の修正及び改良を行うこと
ができることは、本発明の実施者及び当業者には理解されるであろう。与えられる保護範
囲は、請求項及び法的に許容される解釈の外延により決定されるものとする。
【符号の説明】
【００７５】
１１０　一次電気化学セル
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１４２　正の温度係数装置（ＰＴＣ）
１３２　通気口ボール
１１３　圧力除去通気口
１１５　負端子カバー
１１６　ガスケット
１１４　セル閉鎖部
１２８　中心通気口ウェル
１３４　薄肉熱可塑ブッシュ
１３０　通気口穴
１２４　接触ばね
１４６　絶縁円錐体
１２２　導電性部材
１１２　容器
１２０　負電極
１１８　正電極

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５Ｂ】
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